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67 巻第 1・2・3 号
























　現在の日本で唱えられる「同一労働同一賃金」の 1 つの有力な考え方は，2016 年 6 月の経























































































　第 1 項がとく重要である。第 1 項は，「労働（work）」の基準は「職務（job）」であること
を明記している。ここでいう「労働」とは，当然だが，100 号条約第 1 条でいう「同一価値労
働（work）同一報酬」の「労働」である。「同一価値労働同一報酬」の言葉は 1919 年の ILO
憲章で述べられたが，それは無定義であったうえに，そもそも「労働」との言葉は，その意味
が明瞭でない。そこで第 1 項で，「労働」の基準が「職務」であることを明記したのである。




























　第 1 は，ILO100 号条約第 3 条において，「労働」の基準は「職務」のみであるとの規定となっ
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依拠するが，これに 3 つの新知見を追加する。










ILO 第 33 期総会中の 1950 年 6 月に開催された同一価値労働同一報酬委員会が総会に報告した





















約案 II」第 3 条が作成された。
　ところが ILO 第 34 期総会中の 1951 年 6 月に開催された同一価値労働同一報酬委員会で，「条






　大修正後の「条約案 III」第 3 条が，使用者代表多数の反対を押し切って，1951 年 6 月の総
会で投票により採択され，そのまま 100 号条約第 3 条となった（その採択された第 3 条が，本
論文の最初に掲示した 100 号条約第 3 条である）。投票の内訳には非常な特徴があり，賛成
109 票（政府代表 61 票，労働者代表 42 票，使用者代表 6 票）であって，反対 38 票（政府代





政策文書として，全国戦時労働委員会（NWLB）一般命令第 16 号（1942 年 11 月 24 日）があっ





た。そして「同等」かどうかを判断するために，NWLB 一般命令第 16 号は，職務評価（job
evaluation）の活用に言及した。
　NWLB 一般命令第 16 号の発出に，労働省女性局がどのように関係したのかは，今後の研究
課題である。というのは，NWLB 一般命令第 16 号の内容は，労働省女性局の考え方にかなり
一致していると思われるが，他方，全体としての連邦政府ないし NWLB の考え方は，労働省
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女性局のそれとは齟齬もあり得る微妙な関係と思われるからである。
　第二次世界大戦直後の 1945 年と 1948 年と 1950 年の連邦議会では，提案された男女同一賃






　フリーダ・ミラーは，1950 年 5 月 19 日の公聴会陳述の直後，ジュネーブの ILO 本部に出張
した。ILO 本部でのフリーダ・ミラーは，上記の 1950 年 6 月に開催された同一価値労働同一
報酬委員会に出席して自分自身の署名入りで「50 年委員会報告書」をまとめ，また上記の翌
年 1951 年 6 月に開催された同一価値労働同一報酬委員会にも出席して自分自身の署名入りで
「51 年委員会報告書」をまとめたのである。米国連邦議会での男女同一賃金法案の不成立と，






ベルサイユ条約第 427 号第 7 項は「同一価値労働同一報酬」原則を掲げ，また同年に創設され
た ILO の憲章が「同一価値労働同一報酬」原則を掲げたことは想起すべきである。
　同じくメアリー・アンダーソンの自伝（Anderson［1951：149］）によれば，1944 年 5 月の
ILO 第 26 期総会（フィラデルフィア会議）で，彼女が起草したところの，男女同一賃金につ
いて「性別に関わりなく，職務内容を基準とする賃金率の確立を奨励するための処置がとられ
るべきである」との語句が採択されたという。この語句は，NWLB 一般命令第 16 号から
ILO100 号条約までの考え方との共通性を感じさせる。
　フリーダ・ミラーの娘のエリザベスは，ジュネーブ在住の ILO 本部事務局職員として勤務し，














との記事がある（Women’s Empowerment: 90 years of ILO Action!）。AlvaMyrdal とは，
1982 年にノーベル平和賞を受賞したスウェーデン外交官のことであろう。彼女が出席した特
別会議は ILO の公式会議ではないかもしれず，その性格もよくわからない 3。








　そもそもであるが，米国は現在も ILO100 号条約を批准していない珍しい国の 1 つである 5。
このことと，以下に述べる法制との関係は，今後の研究課題であろう。





3　この 1950 年の特別会議について，ILO 本部の広報担当者に尋ねたところ，特別会議の性格はよくわからない，
小冊子の原稿は当時のインターン学生が執筆したもので，その典拠はわからない，とのことであった。執筆者
は ILO 本部が保管するアーカイブズに依拠して記述したと推測してよいかもしれない。また小冊子の文章に
よると，文章が明確でないが，この 1950 年の特別会議に，フリーダ・ミラーなど 1950 年 6 月と 1951 年 6 月
の同一価値労働同一報酬委員会の複数委員もまた出席していたのかもしれない。
4　コンパラブルワースの意義をどう理解するかによって，時期は変わるであろう。現在は保留としたい。
5　批准した ILO 加盟国は 173 であり，批准していない ILO 加盟国は 14（Bahrain，BruneiDarussalam，Cook
Islands，Kuwait，Liberia，MarshallIslands，Myanmar，Oman，Palau，Qatar，Somalia，Tonga，Tuvalu，
UnitedStates）である（ILO のホームページ，2019 年 4 月 4 日閲覧）。
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党政権となったことが影響して，男女同一賃金法案は連邦議会に提案され続けたものの，事実






























































に変更している。これが示唆するのは，研究チームが ILO100 号条約第 3 条の意味を正確に理解していること
である。
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パリ講和会議に英国代表をつうじて伝えられ，意味は伴わないで，1919 年ベルサイユ条約第













　1951 年 6 月の第 34 回総会における 100 号条約案の投票では，英国政府代表と 3 英連邦王国
政府代表の投票は非常な特徴があった。すなわち，英国政府は棄権であり，オーストラリア 2 票，





　米国では，1970 年代または 1980 年代から，コンパラブルワースの考え方と運動が広まり，
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　他方，カナダのオンタリオ州，英国，スウェーデン，ベルギー，オランダ，スイス，スペイン，
ポルトガル，アイスランドでは，1980 年代から 1990 年代にかけて，何らかの形で「同一価値
労働同一賃金」原則が普及した。原則の普及とは，原則が法で制定されるとともに，特定産業
レベル以上の労働協約によって，原則に特有の職務評価の手法が導入されたことである。ふり












年 6 月に，英国の使用者代表はもちろん，実質としては政府代表も 100 号条約案に反対であっ
た。ところが英国は，1983 年には，同一賃金法を EU 男女同一賃金指令に合致するよう改正
して，同法を「同一価値労働同一賃金」原則の英国における法源とした。1997 年に，ユニゾ
ンら 3 労働組合と地方政府は労働協約を結び，「同一価値労働同一賃金」に特有の職務評価の
手法の導入実施を決めた 10。2002 年に，NHS の労使間で結ばれた労働協約が Agendafor


















る 1975 年 EU 男女同一賃金指令があり，これは ILO100 号条約を EU 法制化したものといっ
てよい。さらに 1997 年アムステルダム条約によって，憲法にあたる EU 基本条約第 141 条に，
EU 男女同一賃金指令の内容が規定されている。












































　さて，現実の米国と欧州諸国を比較すると，つぎの 2 つないし 3 つの差異があることに異論
は少ないと思う。
　第 1 は，社会における賃金ないし所得の格差の差異である。容易に入手できる数値データは
ジニ係数による所得格差なので，それで示すと，米国は 0.389 だが，欧州諸国は 0.35 から 0.25
の間である 12（「所得格差の国際比較（2009-12 年）」https://honkawa2.sakura.ne.jp/4652.html
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仏国 67.2％の間である 13（財務省公表「国民負担率の国際比較　2019 年版」https://www.mof.
go.jp/budget/topics/futanritsu/20190228.html もとの数値は OECD　2019 年 4 月 11 日閲覧）。


















































向へ向かっての勧奨等もいたしておるわけでございまして，…」（1967（昭和 42）年 7 月 11
日参議院外務委員会）と述べていた。
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